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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 第54期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 12,806 11,998 13,204 29,308 28,044 

経常利益 (百万円) 181 190 235 1,031 1,004 

中間（当期）純利益 (百万円) 67 99 126 535 480 

純資産額 (百万円) 12,950 13,301 13,462 13,575 13,665 

総資産額 (百万円) 33,443 34,470 37,891 35,301 38,939 

１株当たり純資産額 （円） 690.50 709.49 718.27 723.97 728.94 

１株当たり中間 

（当期）純利益 
（円） 3.59 5.30 6.73 28.55 25.61 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 38.72 38.59 35.53 38.45 35.09 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △760 △263 △408 25 △477 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △5 △91 232 109 △314 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 376 123 67 △21 942 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 1,020 1,291 1,565 1,522 1,673 

従業員数 （名） 297 305 304 296 297 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第53期の１株当たり配当額10円には、特別配当２円を含んでおります。 

４ 第54期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 12,790 11,998 13,204 29,297 28,044 

経常利益 (百万円) 180 183 218 1,018 967 

中間（当期）純利益 (百万円) 66 87 115 526 454 

資本金 (百万円) 3,226 3,226 3,226 3,226 3,226 

発行済株式総数 （株） 18,783,600 18,783,600 18,783,600 18,783,600 18,783,600 

純資産額 (百万円) 12,963 13,294 13,430 13,579 13,644 

総資産額 (百万円) 33,459 34,434 37,824 35,291 38,850 

１株当たり純資産額 （円） 691.20 709.10 716.56 724.21 727.81 

１株当たり中間 

（当期）純利益 
（円） 3.55 4.68 6.14 28.05 24.24 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 （円） ― ― ― 10.00 10.00 

自己資本比率 （％） 38.74 38.61 35.51 38.48 35.12 

従業員数 （名） 280 287 280 279 273 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の従業員の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の従業員の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社および連結子会社には労働組合はありませんが、労使は相互にそれぞれの立場を尊重すると共に機会あ

る毎に隔意のない意見の交換が行われているため、至極円満に労使協調の実をあげております。 

  平成19年９月30日現在

事業の部門等の名称 従業員数（名） 

営業部門   252 

工場部門   18 

全社（共通）   34 

合計   304 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 280 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、米国経済の減速により輸出動向が懸念されましたが、ＥＵ、東アジ

ア経済が堅調に推移し、外需を中心として緩やかながらも景気回復が続きました。 

当社の得意先である建設業界におきましては、景気の拡大基調を背景に民間建設投資は好調に推移したものの、

財政政策の構造的な変化により公共建設投資が引続き減少し、熾烈な低価格入札が続きました。 

当重仮設業界におきましても、こうした建設業界の動向を受け、建築・土木ともに激しい受注競争が行われ、鋼

材価格の高騰にもかかわらず受注単価の下落が生じ、厳しい経営環境が続きました。 

このような情勢下、当社は都市圏を中心に多様な民間建設需要に応えるため、各種工事用施工機械を取り揃え工

事の受注拡大に努めてまいりました。 

この結果、売上高につきましては、工事売上で前年同期比15億42百万円の増加により、132億４百万円となり前

年同期比12億５百万円の増収となりました。損益面では、積極的な投資による機材および工事用施工機械の償却負

担増や、法人税法の改正に伴う有形固定資産の償却方法の変更による減価償却費の増加はありましたが、採算重視

の営業活動を行い、経常利益は２億35百万円、前年同期比44百万円の増益となりました。中間純利益は、特別利益

に投資有価証券売却益等２億58百万円、特別損失に投資有価証券評価損等48百万円を計上し、法人税等を控除した

結果１億26百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比べ１億

８百万円減少し、15億65百万円となりました。 

なお、各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、△４億８百万円（前年同期比１億45百万円の減少）となりました。 

 これは主に、売上債権26億93百万円の減少およびその他流動負債４億54百万円等の増加があったものの、たな

卸資産20億85百万円の増加および仕入債務13億14百万円等の減少があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、２億32百万円（前年同期比３億23百万円の増加）となりました。 

 これは主に、有形固定資産の取得による92百万円等の支出があったものの、投資有価証券の売却による３億68

百万円等の収入があったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、67百万円（前年同期比55百万円の減少）となりました。 

 これは主に、長期借入金の返済３億74百万円および配当金１億87百万円等の支出があったものの、短期借入金

５億30百万円等の収入があったことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）整備加工実績 

 当企業集団における工場の主たる業務は、販売・賃貸用機材の整備（復元・修理）と加工および在庫管理であり

ます。当中間連結会計期間の整備加工実績は、下記のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における仮設資材の杭打抜工事、山留架払し工事、連続壁工事の受注実績は、下記のとおり

であります。 

 （注）１ なお、販売・賃貸・整備加工等については出荷直前に取引契約の締結を行うという、業界の慣習・取引形態

の特殊性により、受注高の集計は行っておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売及び賃貸等実績 

① 販売及び賃貸等実績 

 当中間連結会計期間における取引形態別売上実績は、下記のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

② 主要顧客別販売状況 

 当中間連結会計年度における総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

３【対処すべき課題】 

 需要構造の変化に合わせ民間建築工事の受注拡大に注力するとともに、営業拠点や工場の見直しを行い、厳しい経

営環境に対処してまいります。また、連結子会社であるニッスル工事株式会社の工事施工能力の充実にも努めてまい

ります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 平成19年７月30日付けで日本鉄鋼建材リース株式会社との経営統合の検討開始を決議し、平成20年４月１日の経営

統合に向けて５つのタスクフォース（システム、人事・組織、財務・経理、営業、工場・設備）を設け、具体的な検

討を進めております。 

５【研究開発活動】 

 特記事項はありません。 

区分 
第55期 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

屯数 172,419屯 0.4 

金額 654百万円 6.4 

区分 
受注高 

（百万円） 
前年同期比（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

工事 5,231 43.7 5,454 62.2 

区分 

第55期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（百万円） 

前年同期比（％） 

販売 5,807 △5.2 

賃貸 1,405 △3.0 

工事 4,325 55.4 

整備加工等 1,665 1.4 

計 13,204 10.0 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したもの

は、次のとおりであります。 

① 拡充 

前連結会計年度末に計画しておりました本社の工事用機械については、平成19年４月に完了し、４月より稼

動を開始しております。 

これにより工事施工能力は17％増加しております。 

(2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設は次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）重要な設備の除却等  

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

会社名事業所

名 
所在地 設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の 

増加能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

本社 東京都中央区 工事用機械 135 － 
自己資金及び

借入金 
－ 平成19年11月 30％増加 

名古屋支店 名古屋市中区 工事用機械 195 － 
自己資金及び

借入金 
－ 平成20年11月 25％増加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 43,000,000 

計 43,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月12日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 18,783,600 18,783,600 
東京証券取引所 

市場第二部 
― 

計 18,783,600 18,783,600 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 18,783  － 3,226  － 3,022 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社メタルワン 東京都港区芝３丁目23番１号 7,403 39.41 

りんかい日産建設株式会社 東京都港区芝２丁目３番８号 800 4.26 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 660 3.51 

資産管理サービス信託銀行株式

会社（証券投資信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番12号 596 3.17 

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番３号 554 2.95 

エムオーテック従業員持株会 東京都中央区八丁堀２丁目９番１号 510 2.72 

バンクオブニューヨーク 

ジーシーエムクライアント 

アカウンツイーエルアールジー 

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 489 2.60 

日新火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台２丁目３ 366 1.95 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 313 1.67 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 268 1.43 

計 ― 11,960 63.67 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   40,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,613,000 18,613 ― 

単元未満株式 普通株式   130,600 ― １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 18,783,600 ― ― 

総株主の議決権 ― 18,613 ― 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合（％） 

（自己保有株式） 

㈱エムオーテック 

東京都中央区八丁堀

２丁目９番１号 
40,000 ― 40,000 0.21 

計 ― 40,000 ― 40,000 0.21 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 340 328 330 341 320 301 

最低（円） 324 315 310 314 298 256 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     1,291 1,565   1,673 

２ 受取手形及び 
売掛金 

※２   10,272 10,832   13,526 

３ たな卸資産     14,615 17,649   15,564 

４ その他     320 361   335 

貸倒引当金     △38 △61   △70 

流動資産合計     26,462 76.8 30,347 80.1   31,029 79.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）土地     4,604 4,604   4,604 

(2）その他     1,679 1,590   1,610 

有形固定資産合計     6,283 6,194   6,214 

２ 無形固定資産     66 94   89 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※３   1,302 905   1,277 

(2）その他     480 424   418 

貸倒引当金     △124 △75   △90 

投資その他の 
資産合計 

    1,658 1,254   1,605 

固定資産合計     8,008 23.2 7,544 19.9   7,909 20.3

資産合計     34,470 100.0 37,891 100.0   38,939 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
買掛金 

※２   9,282 10,455   11,700 

２ 短期借入金 ※３   6,200 7,622   7,091 

３ 一年以内返済予定
の長期借入金 

    574 733   572 

４ 未払法人税等     78 193   392 

５ 未成工事受入金     － 2,259   1,814 

６ 引当金     13 14   28 

７ その他     2,001 730   700 

流動負債合計     18,150 52.6 22,008 58.1   22,301 57.3

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     2,747 2,244   2,679 

２ 長期未払金     70 －   － 

３ 繰延税金負債     179 175   272 

４ その他     21 －   21 

固定負債合計     3,018 8.8 2,419 6.4   2,972 7.6

負債合計     21,168 61.4 24,428 64.5   25,273 64.9

            

（純資産の部）             

Ⅰ 株主資本             

 １ 資本金     3,226 9.4 3,226 8.5   3,226 8.3 

 ２ 資本剰余金     3,022 8.8 3,022 8.0   3,022 7.8 

 ３ 利益剰余金     6,809 19.7 7,128 18.8   7,189 18.4 

 ４ 自己株式     △8 △0.0 △10 △0.0   △9 △0.0 

  株主資本合計     13,049 37.9 13,366 35.3   13,429 34.5 

Ⅱ 評価・換算差額等             

 １ その他有価証券 
 評価差額金 

    252 0.7 95 0.2   235 0.6 

  評価・換算差額等 
合計 

    252 0.7 95 0.2   235 0.6 

  純資産合計     13,301 38.6 13,462 35.5   13,665 35.1 

  負債純資産合計     34,470 100.0 37,891 100.0   38,939 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     11,998 100.0 13,204 100.0   28,044 100.0 

Ⅱ 売上原価     10,238 85.3 11,336 85.9   23,821 84.9

売上総利益     1,760 14.7 1,867 14.1   4,222 15.1

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

※１   1,550 12.9 1,591 12.0   3,153 11.3

営業利益     209 1.8 275 2.1   1,069 3.8

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息及び 
配当金 

  12   12 16   

２ 受取社宅使用料   16   15 32   

３ 受取土地使用料   6   6 12   

４ その他   8 43 0.3 9 43 0.3 12 72 0.3

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   57   82 126   

２ その他   5 62 0.5 1 83 0.6 10 137 0.5

経常利益     190 1.6 235 1.8   1,004 3.6

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※２ 8   － 8   

２ 投資有価証券 
売却益 

  －   244 －   

３ 貸倒引当金戻入益   24   9 15   

４ 会員権売却益   －   4 －   

５ 移転補償金 ※３ － 33 0.3 － 258 2.0 30 54 0.2

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除売却損 ※４ 2   0 11   

２ 会員権評価損   －   － 8   

３ 会員権処分損   1   － 3   

４ 投資有価証券 
評価損 

  －   16 0   

５ 法人税等の附帯 
税額等 

  － 4 0.1 32 48 0.4 － 23 0.1

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    219 1.8 444 3.4   1,034 3.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  63   178 436   

過年度法人税等   －   98 －   

法人税等調整額   56 120 1.0 42 318 2.4 117 553 2.0

中間（当期） 
純利益 

    99 0.8 126 1.0   480 1.7

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月29日開催の株主総会決議における利益処分項目であります。 

   株   主   資   本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高    
（百万円） 

3,226 3,022 6,897 △7 13,138 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注） － － △187 － △187 

中間純利益 － － 99 － 99 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計  
                     （百万円) 

－ － △88 △0 △89 

平成18年９月30日 残高      
（百万円） 

3,226 3,022 6,809 △8 13,049 

  評価・換算差額等 

純資産合計
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高      
（百万円） 

436 436 13,575 

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当（注） － － △187 

中間純利益 － － 99 

自己株式の取得 － － △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△184 △184 △184 

中間連結会計期間中の変動額合計  
                     （百万円) 

△184 △184 △273 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

252 252 13,301 



 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

   株   主   資   本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高    
（百万円） 

3,226 3,022 7,189 △9 13,429 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当 － － △187 － △187 

中間純利益 － － 126 － 126 

自己株式の取得 － － － △1 △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計  
                     （百万円) 

－ － △61 △1 △62 

平成19年９月30日 残高      
（百万円） 

3,226 3,022 7,128 △10 13,366 

  評価・換算差額等 

純資産合計
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高      
（百万円） 

235 235 13,665 

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当 － － △187 

中間純利益 － － 126 

自己株式の取得 － － △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△139 △139 △139 

中間連結会計期間中の変動額合計  
                     （百万円) 

△139 △139 △202 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

95 95 13,462 



 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月29日開催の株主総会決議における利益処分項目であります。 

   株   主   資   本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高    
（百万円） 

3,226 3,022 6,897 △7 13,138 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当（注） － － △187 － △187 

当期純利益 － － 480 － 480 

自己株式の取得 － － － △1 △1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計    
                     （百万円) 

－ － 292 △1 290 

平成19年３月31日 残高      
（百万円） 

3,226 3,022 7,189 △9 13,429 

  評価・換算差額等 

純資産合計
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高      
（百万円） 

436 436 13,575 

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（注） － － △187 

当期純利益 － － 480 

自己株式の取得 － － △1 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△201 △201 △201 

連結会計年度中の変動額合計    
                     （百万円) 

△201 △201 89 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

235 235 13,665 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 税金等調整前中間 
（当期）純利益 

  219 444 1,034 

２ 減価償却費   186 196 390 

３ 貸倒引当金の増減額
（△は減少） 

  △32 △24 △33 

４ 投資有価証券売却益   － △244 － 

５ 投資有価証券評価損等   － 16 － 

６ 固定資産売却益    － － △1 

７ 固定資産除売却損   2 0 － 

８ 会員権売却益    － △4 － 

９ 会員権評価損等   1 － 10 

10 受取利息及び配当金   △12 △12 △16 

11 支払利息   57 82 126 

12 売上債権の増減額 
（△は増加） 

  1,122 2,693 △2,132 

13 たな卸資産の増減額
（△は増加） 

  △860 △2,085 △1,808 

14 その他流動資産の 
増減額（△は増加） 

  △30 △70 10 

15 その他投資その他の 
資産の増減額 
（△は増加） 

  － 15 60 

16 仕入債務の増減額 
（△は減少） 

  △754 △1,314 1,722 

17 その他流動負債の 
増減額（△は減少） 

  246 454 775 

18  長期未払金の増減額
（△は減少） 

  － － △70 

19 その他固定負債の 
増減額（△は減少） 

  － △21 － 

20 その他   3 1 4 

小計   149 131 73

21 利息及び配当金の 
受取額 

  12 12 16 

22 利息の支払額   △49 △78 △131 

23 法人税等の支払額   △375 △474 △436 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △263 △408 △477

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 投資有価証券の取得
による支出 

  △3 △4 △7 

２ 投資有価証券の売却
による収入 

  － 368 － 

３ 有形固定資産の取得
による支出 

  △104 △92 △291 

４ 有形固定資産の売却
による収入 

  13 － 13 

５ 無形固定資産の取得
による支出 

  △2 △16 △33 

６ その他投資その他の 
資産の取得による支出 

  △1 △66 △5 

７ その他投資その他の 
資産の売却による収入 

  － 40 － 

８ その他投資その他の 
資産の返還による収入 

  3 3 4 

９ 貸付けによる支出   △0 △2 △3 

10 貸付金の回収による 
収入 

  3 2 9 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △91 232 △314

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 短期借入金の純増減額
（△は減少） 

  200 530 1,091 

２ 長期借入れによる収入   2,200 100 2,400 

３ 長期借入金の返済に 
よる支出 

  △2,088 △374 △2,359 

４ 自己株式取得による 
支出 

  △0 △1 △1 

５ 配当金の支払額   △187 △187 △187 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  123 67 942

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

  － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額（△は減少） 

  △231 △108 150

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  1,522 1,673 1,522

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

  1,291 1,565 1,673

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数  １社 

連結子会社は、ニッスル工事

株式会社であります。 

(1）連結子会社の数  １社 

同左 

(1）連結子会社の数  １社 

同左 

  (2）非連結子会社 

該当する会社はありません。 

(2）非連結子会社 

同左 

(2）非連結子会社 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

該当する会社はありません。 同左 同左 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間決算日と中間連

結決算日は一致しております。 

同左 連結子会社の決算日と連結決算日

は一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準および

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間連結決算日前１ヶ

月の市場価格等の平均

価格に基づく時価法

（評価差額は、全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法によっておりま

す。） 

(1）重要な資産の評価基準および

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……  同左 

(1）重要な資産の評価基準および

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……連結決算日前１ヶ月の

市場価格等の平均価格

に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

よっております。） 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

……  同左 

時価のないもの 

……  同左 

  ② 賃貸用機材 

購入年度別先入先出法によ

る原価から定額法により算

出した減耗費を控除した額

によっております。 

② 賃貸用機材 

    同左 

② 賃貸用機材 

    同左 

  ③ たな卸資産 

(イ）商品 

総平均法による原価法 

③ たな卸資産 

(イ）商品 

    同左 

③ たな卸資産 

(イ）商品 

同左 

  (ロ）未成工事支出金 

個別法による原価法 

(ロ）未成工事支出金 

    同左 

(ロ）未成工事支出金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産……定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属

設備を除く）については、

定額法によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産……同左 

    同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産……同左 

    同左 

    （会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。 

これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利

益は、それぞれ14百万円減少

しております。 

  

    （追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。 

これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利

益がそれぞれ８百万円減少し

ております。 

  

  ② 無形固定資産……定額法 

ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については、社

内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法に

よっております。 

② 無形固定資産……同左 

    同左 

② 無形固定資産……同左 

    同左 

  ③ 長期前払費用……定額法 ③ 長期前払費用……同左 ③ 長期前払費用……同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 役員賞与引当金 

役員および執行役員の賞与

の支給に備えるため、中間

期末要支給見込額を計上し

ております。 

② 役員賞与引当金 

同左 

② 役員賞与引当金 

役員および執行役員の賞与

の支給に備えるため、期末

要支給見込額を計上してお

ります。  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、

すべて特例処理の要件を満

たしているので、特例処理

を採用しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は金利スワップ

であり、ヘッジ対象は変動

金利付借入金の金利であり

ます。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針等 

借入金の将来の金利の変動

によるリスク回避を目的と

し、当該取引を行うに当た

っては、当社の内部要領で

ある「金利スワップ取引管

理運営要領」に基づき行っ

ております。 

③ ヘッジ方針等 

同左 

③ ヘッジ方針等 

同左 

  (6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金および容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に満期日また

は償還期限の到来する短期投資で

あります。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に満期日または

償還期限の到来する短期投資であ

ります。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は13,301百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

─────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は13,665百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

 前中間連結会計期間 
 （自 平成18年４月１日 

   至 平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間 
 （自 平成19年４月１日 

   至 平成19年９月30日） 

─────── （中間連結貸借対照表） 

「未成工事受入金」は、前中間連結会計期間末において

流動負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、負

債及び純資産の合計額の100分の５を超えたため区分掲記

しております。 

なお、前中間連結会計期間末の「未成工事受入金」の金

額は1,295百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
5,851百万円

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
     6,202百万円

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
     6,030百万円

      

※２ 中間連結会計期間末日満期手形の処理 ※２ 中間連結会計期間末日満期手形の処理 ※２ 連結会計年度末日満期手形の処理 

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が中間連結会計期間末残

高に含まれております。 

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が中間連結会計期間末残

高に含まれております。 

連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当連結会計

年度末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が

連結会計年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形   353百万円

支払手形 391百万円

受取手形 590百万円

支払手形 687百万円

受取手形      587百万円

支払手形    648百万円

      

※３     ────── ※３ 担保に供している資産 

上記の物件について、短期借入金422

百万円の担保に供しております。 

投資有価証券 547百万円

※３ 担保に供している資産 

上記の物件について、短期借入金491

百万円の担保に供しております。 

投資有価証券 614百万円

４ コミットメントライン 

連結財務諸表提出会社においては、運

転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行５行と貸出コミットメント契約を

しております。当中間連結会計期間末

における貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとおりであり

ます。 

 ４     ──────  ４     ────── 

貸出コミットメント

の総額 
3,000百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 3,000百万円

   

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給料報酬 881百万円

福祉費 131百万円

借地借家料 151百万円

給料報酬    872百万円

福祉費    128百万円

借地借家料    157百万円

給料報酬      1,770百万円

福祉費    260百万円

借地借家料    300百万円

※２ 固定資産売却益は、次のとおりであり

ます。 

※２     ────── ※２ 固定資産売却益は、次のとおりであり

ます。 

機械及び装置 6百万円

工具器具及び備品 1百万円

計 8百万円

  機械及び装置 6百万円

工具器具及び備品 1百万円

計 8百万円

※３     ────── 

  

※３     ────── 

  

※３ 移転補償金は、道路拡幅工事による郡

山工場の土地に対する権利消滅補償金

および物件移転料であります。 

※４ 固定資産除売却損は、次のとおりであ

ります。 

※４ 固定資産除売却損は、次のとおりであ

ります。 

※４ 固定資産除売却損は、次のとおりであ

ります。 

構築物 2百万円

計 2百万円

建物 0百万円

構築物 0百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 0百万円

建物 3百万円

構築物 3百万円

固定資産除却費用 4百万円

計 11百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 18,783 － － 18,783 

合  計 18,783 － － 18,783 

 自己株式         

   普通株式（注） 32 2 － 34 

合  計 32 2 － 34 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 187 10  平成18年３月31日  平成18年６月29日 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 18,783 － － 18,783 

合  計 18,783 － － 18,783 

 自己株式         

   普通株式（注） 36 3 － 40 

合  計 36 3 － 40 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 187 10  平成19年３月31日  平成19年６月29日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株） 

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式 18,783 － － 18,783 

合  計 18,783 － － 18,783 

 自己株式         

   普通株式（注） 32 4 － 36 

合  計 32 4 － 36 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 187 10  平成18年３月31日  平成18年６月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 187 利益剰余金 10 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に記載されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に記載されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,291百万円

現金及び現金同等物 1,291百万円

現金及び預金勘定      1,565百万円

現金及び現金同等物      1,565百万円

現金及び預金勘定      1,673百万円

現金及び現金同等物      1,673百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

車両及び

運搬具 
20百万円 11百万円 8百万円

工具器具

及び備品 
20百万円 9百万円 10百万円

合計 41百万円 21百万円 19百万円

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

車両及び

運搬具 
20百万円 16百万円 4百万円

工具器具

及び備品 
20百万円 13百万円 6百万円

合計 41百万円 29百万円 11百万円

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

期末残高
相当額 

車両及び

運搬具 
20百万円  13百万円 7百万円

工具器具

及び備品
20百万円 11百万円 8百万円

合計 41百万円 25百万円 15百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

 同左 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 7百万円

１年超 11百万円

合計 19百万円

１年以内 6百万円

１年超 5百万円

合計 11百万円

１年以内 7百万円

１年超 8百万円

合計 15百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高の有

形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しており

ます。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成18年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（当中間連結会計期間末）（平成19年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券       

株式 677 1,103 425 

計 677 1,103 425 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 199 

合計 199 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券       

株式 544 706 161 

計 544 706 161 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 199 

合計 199 



（前連結会計年度末）（平成19年３月31日） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成18年９月30日） 

デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用されておりますので、注記の対象から除外いたしました。 

（当中間連結会計期間末）（平成19年９月30日） 

デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用されておりますので、注記の対象から除外いたしました。 

（前連結会計年度末）（平成19年３月31日） 

デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用されておりますので、注記の対象から除外いたしました。 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券       

株式 681 1,078 397 

計 681 1,078 397 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 199 

合計 199 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社および連結子会社は、鋼矢板、Ｈ形鋼、鋼製山留、覆工板、トレンチシステム等建設基礎工事用仮設材

の販売、賃貸、整備加工、運送、仮設工事の設計・施工の請負業務等を行っております。 

 当社および連結子会社が提供する商品・役務は仮設工事およびこれに関連するものであり、それを考慮する

と単一の事業分野（単一セグメント）に属するものと認識しており、事業の種類別セグメント情報の記載は省

略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する支店および連結子会社がないため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦以外の国または地域における売上高はないため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注）算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり中間（当期）純利益 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

709円49銭 718円27銭 728円94銭 

１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益 

5円30銭 6円73銭 25円61銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 13,301 13,462 13,665 

純資産の部の合計から控除する金額 

             （百万円） 
－ － － 

（うち少数株主持分） （－） （－） （－） 

普通株式に係る中間期末（期末）の 

純資産額（百万円） 
13,301 13,462 13,665 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数（株） 
18,748,755 18,743,315 18,746,795 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 99 126 480 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

             （百万円） 
99 126 480 

期中平均株式数（株） 18,749,664 18,745,238 18,748,989 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

─────── ─────── 当社は、過年度の税務申告につい

て、東京国税局による税務調査を受け

ておりましたが、会社法決算確定後に

税務調査が終了し、修正申告書を提出

しております。 

これに伴い、法人税等99百万円及び

附帯税等32百万円の負担が発生してお

ります。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   1,240   1,522 1,591   

２ 受取手形 ※２ 4,827   4,096 6,278   

３ 売掛金   5,445   6,735 7,248   

４ 賃貸用機材   10,960   12,693 11,969   

５ その他のたな卸 
資産 

  3,665   4,940 3,598   

６ 繰延税金資産   152   153 198   

７ その他   163   211 146   

貸倒引当金   △38   △61 △70   

流動資産合計     26,416 76.7 30,292 80.1   30,961 79.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）土地   4,604   4,604 4,604   

(2）その他   1,669   1,558 1,570   

有形固定資産合計   6,274   6,162 6,174   

２ 無形固定資産   66   94 89   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※３ 1,302   905 1,277   

(2）その他   500   444 437   

貸倒引当金   △124   △75 △90   

投資その他の 
資産合計 

  1,678   1,273 1,624   

固定資産合計     8,018 23.3 7,531 19.9   7,889 20.3

資産合計     34,434 100.0 37,824 100.0   38,850 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※２ 4,514   4,557 5,583   

２ 買掛金   4,754   5,894 6,120   

３ 短期借入金 ※３ 6,200   7,622 7,091   

４ 一年以内返済予定
の長期借入金 

  574   733 572   

５ 未払法人税等   74   185 378   

６ 未成工事受入金   －   2,248 1,814   

７ 預り保証金   65   52 41   

８ 引当金   13   14 28   

９ その他   1,923   665 601   

流動負債合計     18,121 52.6 21,973 58.1   22,233 57.2

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金   2,747   2,244 2,679   

２ 長期未払金   70   － －   

３ 繰延税金負債   179   175 272   

４ 長期預り保証金   21   － 21   

固定負債合計     3,018 8.8 2,419 6.4   2,972 7.7

負債合計     21,140 61.4 24,393 64.5   25,206 64.9

            

 （純資産の部）                 

Ⅰ 株主資本                 

 １ 資本金     3,226 9.4 3,226 8.5   3,226 8.3 

 ２ 資本剰余金                 

  (1) 資本準備金   3,022     3,022   3,022     

   資本剰余金合計     3,022 8.8 3,022 8.0   3,022 7.8 

 ３ 利益剰余金                 

  (1）利益準備金   201     201   201     

  (2）その他利益剰余
金 

                

    別途積立金   6,120     6,320   6,120     

    圧縮記帳積立金   192     182   187     

    繰越利益剰余金   287     392   659     

   利益剰余金合計     6,801 19.7 7,096 18.8   7,168 18.4 

 ４ 自己株式     △8 △0.0 △10 △0.0   △9 △0.0 

  株主資本合計     13,042 37.9 13,334 35.3   13,408 34.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                 

 １ その他有価証券 
 評価差額金 

    252 0.7 95 0.2   235 0.6 

  評価・換算差額等 
合計 

    252 0.7 95 0.2   235 0.6 

純資産合計     13,294 38.6 13,430 35.5   13,644 35.1 

負債純資産合計     34,434 100.0 37,824 100.0   38,850 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     11,998 100.0 13,204 100.0   28,044 100.0 

Ⅱ 売上原価     10,243 85.4 11,355 86.0   23,858 85.1

売上総利益     1,755 14.6 1,848 14.0   4,185 14.9

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

    1,552 12.9 1,591 12.0   3,153 11.2

営業利益     203 1.7 256 2.0   1,032 3.7

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   0   1 0   

２ 受取配当金   12   11 15   

３ 受取社宅使用料   16   15 32   

４ 受取土地使用料    6   6 12   

５ その他   7 42 0.3 11 45 0.3 12 73 0.3

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   57   82 126   

２ その他   5 62 0.5 0 83 0.6 10 137 0.5

経常利益     183 1.5 218 1.7   967 3.5

Ⅵ 特別利益 ※１   27 0.2 258 2.0   48 0.1

Ⅶ 特別損失 ※２   2 0.0 48 0.4   22 0.1

税引前中間 
（当期）純利益 

    207 1.7 428 3.3   993 3.5

法人税、住民税 
及び事業税 

  59   170 420   

過年度法人税等   －   98 －   

法人税等調整額   60 120 1.0 44 313 2.4 119 539 1.9

中間（当期） 
純利益 

    87 0.7 115 0.9   454 1.6

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注１）平成18年６月29日開催の株主総会決議における利益処分項目であります。 

 

株   主   資   本 

資本金  

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 
合  計 資 本 

準備金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 別 途 

積立金 
圧縮記帳 
積 立 金 

繰越利益 
剰 余 金 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
3,226 3,022 3,022 201 5,770 209 720 6,901 △7 13,142 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当 （注１） － － － － － － △187 △187 － △187 

別途積立金の積立 

       （注１） 
－ － － － 350 － △350 － － － 

圧縮記帳積立金取崩高 

       (注２) 
－ － － － － △16 16 － － － 

中間純利益 － － － － － － 87 87 － 87 

自己株式の取得 － － － － － － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
－ － － － 350 △16 △432 △99 △0 △100 

平成18年９月30日 残高 

       （百万円） 
3,226 3,022 3,022 201 6,120 192 287 6,801 △8 13,042 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
436 436 13,579 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当 （注１） － － △187 

別途積立金の積立 

       （注１） 
－ － － 

圧縮記帳積立金取崩高 

       (注２) 
－ － － 

中間純利益 － － 87 

自己株式の取得 － － △0 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△184 △184 △184 

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
△184 △184 △284 

平成18年９月30日 残高 

       （百万円） 
252 252 13,294 

（注２）平成18年６月29日開催の株主総会決議における取崩額 

当中間会計期間における取崩額 

11百万円 

５百万円 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 

株   主   資   本 

資本金  

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 
合  計 資 本 

準備金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 別 途 

積立金 
圧縮記帳 
積 立 金 

繰越利益 
剰 余 金 

平成19年３月31日 残高 

       （百万円） 
3,226 3,022 3,022 201 6,120 187 659 7,168 △9 13,408 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当 － － － － － － △187 △187 － △187 

別途積立金の積立 － － － － 200 － △200 － － － 

圧縮記帳積立金取崩高 － － － － － △5 5 － － － 

中間純利益 － － － － － － 115 115 － 115 

自己株式の取得 － － － － － － － － △1 △1 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
－ － － － 200 △5 △267 △72 △1 △73 

平成19年９月30日 残高 

       （百万円） 
3,226 3,022 3,022 201 6,320 182 392 7,096 △10 13,334 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 

       （百万円） 
235 235 13,644 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △187 

別途積立金の積立 － － － 

圧縮記帳積立金取崩高 － － － 

中間純利益 － － 115 

自己株式の取得 － － △1 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△139 △139 △139 

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
△139 △139 △213 

平成19年９月30日 残高 

       （百万円） 
95 95 13,430 

    



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注１）平成18年６月29日開催の株主総会決議における利益処分項目であります。 

 

株   主   資   本 

資本金  

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 
合  計 資 本 

準備金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 別 途 

積立金 
圧縮記帳 
積 立 金 

繰越利益 
剰 余 金 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
3,226 3,022 3,022 201 5,770 209 720 6,901 △7 13,142 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当 （注１） － － － － － － △187 △187 － △187 

別途積立金の積立 

       （注１） 
－ － － － 350 － △350 － － － 

圧縮記帳積立金取崩高 

       (注２) 
－ － － － － △22 22 － － － 

当期純利益 － － － － － － 454 454 － 454 

自己株式の取得 － － － － － － － － △1 △1 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額） 

－ － － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計  

（百万円） 
－ － － － 350 △22 △60 267 △1 265 

平成19年３月31日 残高 

       （百万円） 
3,226 3,022 3,022 201 6,120 187 659 7,168 △9 13,408 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
436 436 13,579 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当 （注１） － － △187 

別途積立金の積立 

       （注１） 
－ － － 

圧縮記帳積立金取崩高 

       (注２) 
－ － － 

当期純利益 － － 454 

自己株式の取得 － － △1 

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

△201 △201 △201 

事業年度中の変動額合計  

（百万円） 
△201 △201 64 

平成19年３月31日 残高 

       （百万円） 
235 235 13,644 

（注２）平成18年６月29日開催の株主総会決議における取崩額 

当事業年度期間における取崩額 

11百万円 

10百万円 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式…… 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

① 子会社株式…… 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式…… 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの…… 

中間決算日前１ヶ月の市

場価格等の平均価格に基

づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法によっており

ます。） 

② その他有価証券 

時価のあるもの…… 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの…… 

決算日前１ヶ月の市場価

格等の平均価格に基づく

時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法によっておりま

す。） 

  時価のないもの…… 

移動平均法による原価法 

時価のないもの…… 

同左 

時価のないもの…… 

同左 

  (2）賃貸用機材 

購入年度別先入先出法による

原価から定額法により算出し

た減耗費を控除した額によっ

ております。 

(2）賃貸用機材 

同左 

(2）賃貸用機材 

同左 

  (3）たな卸資産 

① 商品…… 

総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

① 商品…… 

同左 

(3）たな卸資産 

① 商品…… 

同左 

  ② 未成工事支出金…… 

個別法による原価法 

② 未成工事支出金…… 

同左 

② 未成工事支出金…… 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産……定率法 

平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除

く。）……定額法 

(1）有形固定資産……同左 

同左 

(1）有形固定資産……同左 

同左 

    （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、

それぞれ14百万円減少してお

ります。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益がそ

れぞれ８百万円減少しており

ます。 

  

 



  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産……定額法 

ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産……同左 

同左 

(2）無形固定資産……同左 

同左 

  (3）長期前払費用……定額法 (3）長期前払費用……同左 (3）長期前払費用……同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）役員賞与引当金 

役員および執行役員の賞与の

支給に備えるため、中間期末

要支給見込額を計上しており

ます。 

(2）役員賞与引当金 

同左 

(2）役員賞与引当金  

役員および執行役員の賞与の

支給に備えるため、期末要支

給見込額を計上しておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、す

べて特例処理の要件を満たし

ているので、特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は金利スワップで

あり、ヘッジ対象は変動金利

付借入金の金利であります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針等 

借入金の将来の金利の変動に

よるリスク回避を目的とし、

当該取引を行うに当たって

は、当社の内部要領である

「金利スワップ取引管理運営

要領」に基づき行っておりま

す。 

(3）ヘッジ方針等 

同左 

(3）ヘッジ方針等 

同左 

６ その他の中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

消費税および地方消費税の会計処

理方法は、税抜方式を採用してお

ります。 

消費税等の会計処理について 

同左 

消費税等の会計処理について 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は13,294百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

───────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は13,644百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

─────── （中間貸借対照表） 

「未成工事受入金」は、前中間会計期間において流動負

債の「その他」に含めて表示しておりましたが、負債及び

純資産の合計額の100分の５を超えたため区分掲記してお

ります。 

なお、前中間会計期間末の「未成工事受入金」の金額は

1,295百万円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

5,814百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

     6,144百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

     5,980百万円 

      

※２ 中間会計期間末日満期手形の処理 

中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。 

※２ 中間会計期間末日満期手形の処理 

中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。 

※２ 期末会計期間末日満期手形の処理 

期末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。

なお、当期末日は金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。 

  

受取手形   353百万円

支払手形 391百万円

  

受取手形      590百万円

支払手形    687百万円

  

受取手形      587百万円

支払手形    648百万円

※３     ────── ※３ 担保資産および担保付債務 

担保に供してる資産は次のとおりであ

ります。  

担保付債務は次のとおりであります。 

 投資有価証券 547百万円

 短期借入金 422百万円

※３ 担保資産および担保付債務 

担保に供してる資産は次のとおりであ

ります。 

担保付債務は次のとおりであります。 

 投資有価証券 614百万円

 短期借入金 491百万円

      

４ コミットメントライン 

当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行と貸出コ

ミットメント契約をしております。当

中間会計期間末における貸出コミット

メントに係る借入金未実行残高等は次

のとおりであります。 

 ４     ──────  ４     ────── 

貸出コミットメントの

総額 
  3,000百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 3,000百万円

   

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 特別利益の主要項目 ※１ 特別利益の主要項目 ※１ 特別利益の主要項目 

機械及び装置売却益 1百万円

工具器具及び備品売却益 1百万円

貸倒引当金戻入益 24百万円

投資有価証券売却益  244百万円

貸倒引当金戻入益   9百万円

会員権売却益  4百万円

機械及び装置売却益 1百万円

工具器具及び備品売却益 1百万円

貸倒引当金戻入益 15百万円

移転補償金 30百万円

※２ 特別損失の主要項目 ※２ 特別損失の主要項目 ※２ 特別損失の主要項目 

構築物除売却損 1百万円

会員権処分損 1百万円

建物除却損  0百万円

構築物除却損   0百万円

工具器具及び備品除却損 0百万円

投資有価証券評価損 16百万円

法人税等の附帯税額等  32百万円

建物除却損  3百万円

構築物除却損  1百万円

固定資産除却費用  4百万円

投資有価証券評価損  0百万円

会員権評価損 8百万円

会員権処分損  3百万円

３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 170百万円

無形固定資産 6百万円

有形固定資産    175百万円

無形固定資産  11百万円

有形固定資産    351百万円

無形固定資産   13百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 普通株式（注） 32 2 － 34 

合  計 32 2 － 34 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 普通株式（注）  36  3 －  40 

合  計 36 3 － 40 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当事業年度増加株式

数（千株） 

当事業年度減少株式

数（千株） 

当事業年度末株式数

（千株） 

 普通株式（注）  32  4 －  36 

合  計 32 4 － 36 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

車両及び

運搬具 
10百万円 7百万円 2百万円

工具器具

及び備品 
20百万円 9百万円 10百万円

合計 31百万円 17百万円 13百万円

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

車両及び

運搬具 
10百万円 9百万円 0百万円

工具器具

及び備品 
20百万円 13百万円 6百万円

合計 31百万円 23百万円 7百万円

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

期末残高
相当額 

車両及び

運搬具 
10百万円 8百万円 2百万円

工具器具

及び備品
20百万円 11百万円 8百万円

合計 31百万円 20百万円 10百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高の有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 5百万円

１年超 7百万円

合計 13百万円

１年以内 4百万円

１年超 3百万円

合計 7百万円

１年以内 5百万円

１年超 5百万円

合計 10百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高の有

形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高の有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しており

ます。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（１株当たり情報） 

（注）算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり中間（当期）純利益 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

709円10銭 716円56銭 727円81銭 

１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益 

4円68銭 6円14銭 24円24銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 13,294 13,430 13,644 

純資産の部の合計から控除する金額 

             （百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の 

純資産額（百万円） 
13,294 13,430 13,644 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数（株） 
18,748,755 18,743,315 18,746,795 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 87 115 454 

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  －  － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

             （百万円） 
87 115 454 

期中平均株式数（株） 18,749,664 18,745,238 18,748,989 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

─────── ─────── 当社は、過年度の税務申告につい

て、東京国税局による税務調査を受け

ておりましたが、会社法決算確定後に

税務調査が終了し、修正申告書を提出

しております。 

これに伴い、法人税等99百万円及び

附帯税等32百万円の負担が発生してお

ります。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第54期） 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

平成19年６月28日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月７日

株式会社エムオーテック     

取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 髙 山   勉  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小 野 純 司  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エムオーテックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社エムオーテック及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月12日

株式会社エムオーテック     

取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 髙 山   勉  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小 野 純 司  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中 井   修  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エムオーテックの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社エムオーテック及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月７日

株式会社エムオーテック     

取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 髙 山   勉  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小 野 純 司  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エムオーテックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第54期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エムオーテックの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月12日

株式会社エムオーテック     

取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 髙 山   勉  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小 野 純 司  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中 井   修  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エムオーテックの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第55期事業年度の中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エムオーテックの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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